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 佐賀県教育委員会訓令甲第１号 

本 庁    

教 育 事 務 所    

教育機関（学校を除く。）    

 佐賀県教育庁等職員安全衛生管理規程（平成６年佐賀県教育委員会訓令甲第１号）の一部を次のように改正する。 

  平成28年３月24日 

佐賀県教育委員会教育長  古  谷     宏    

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1) 職員 教育長並びに教育庁及び教育機関（学校を除く。第４

号において同じ。）に勤務する職員をいう。 

 (1) 職員 教育長並びに教育庁及び教育機関（学校を除く。第５

号において同じ。）に勤務する職員をいう。 

 (2)～(5) 略  (2)～(5) 略 

  (6) 所属長 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長をいう。 

 （企画・経営グループ、課及び教育機関等の長の責務）  （所属長の責務） 

第３条 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、職場にお

ける職員の安全及び健康の確保と快適な作業環境の形成を促進す

るよう努めなければならない。 

第３条 所属長は、職場における職員の安全及び健康の確保と快適

な作業環境の形成を促進するよう努めなければならない。 

 （職員の責務）  （職員の責務） 

第４条 職員は、企画・経営グループ、課及び教育機関等の長その

他職員の安全及び衛生に携わる者が講ずる職員のための安全及び

衛生に関する措置に従わなければならない。 

第４条 職員は、所属長その他職員の安全及び衛生に携わる者が講

ずる職員のための安全及び衛生に関する措置に従わなければなら

ない。 

 （衛生管理者）  （衛生管理者） 

第７条 略 第７条 略 

２ 略 ２ 略 
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改正前 改正後 

３ 教育機関等の長は、前項の規定により衛生管理者を選任したと

きは、遅滞なく、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。

以下「省令」という。）第７条第２項に規定する報告書を職員安

全衛生管理者及び佐賀県人事委員会に提出しなければならない。 

３ 教育機関等の長は、前項の規定により衛生管理者を選任したと

きは、遅滞なく、衛生管理者選任報告書（様式第１号）により、

職員安全衛生管理者に報告しなければならない。 

４・５ 略 ４・５ 略 

 （衛生推進者）  （衛生推進者） 

第８条 略 第８条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 教育機関等の長は、前項の規定により衛生推進者を選任したと

きは、遅滞なく、職員安全衛生管理者に報告するものとする。 

３ 教育機関等の長は、前項の規定により衛生推進者を選任したと

きは、遅滞なく、衛生推進者選任報告書（様式第２号）により、

職員安全衛生管理者に報告しなければならない。 

４ 略 ４ 略 

 ５ 前条第５項の規定は、衛生推進者について準用する。この場合

において、同項中「職員安全衛生管理者及び教育機関等の長」と

あるのは「教育機関等の長」と読み替えるものとする。 

 （衛生担当者）  （衛生担当者） 

第９条 略 第９条 略 

２ 衛生担当者は、庶務担当係長（企画・経営グループ、課又は教

育機関等の庶務を担当する係長（庶務を担当する係長のいない企

画・経営グループ、課及び教育機関等にあっては、企画・経営グ

ループ、課又は教育機関等の長が所属職員のうちから指名する者）

をいう。以下同じ。）をもって充てる。 

２ 衛生担当者は、所属長が当該所属の副課長のうちから指名する

者（副課長が置かれていない所属にあっては所属長が所属職員の

うちから指名する者）をもって充てる。 

３ 前項の規定にかかわらず、庶務担当係長が衛生管理者又は衛生

推進者に選任されたときは、企画・経営グループ、課及び教育機

関等の長は、庶務担当係長以外の所属職員のうちから衛生担当者

を指名しなければならない。 

３ 前項の規定により指名した者が衛生管理者又は衛生推進者に選

任されたときは、所属長は、当該職員以外の所属職員のうちから

衛生担当者を指名しなければならない。 
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改正前 改正後 

 ４ 所属長は、前２項の規定により衛生担当者を指名したときは、

遅滞なく、衛生担当者報告書（様式第３号）により、職員安全衛

生管理者に報告しなければならない。 

４ 衛生担当者は、企画・経営グループ、課又は教育機関等の長の

命を受け、当該企画・経営グループ、課又は教育機関等における

職員の衛生に係る職務を処理する。ただし、衛生管理者又は衛生

推進者のある教育機関等にあっては、これらの者の補助者として

当該職務に従事する。 

５ 衛生担当者は、所属長の命を受け、当該所属における職員の衛

生に係る職務を処理する。ただし、衛生管理者又は衛生推進者の

ある教育機関等にあっては、これらの者の補助者として当該職務

に従事する。 

 （産業医）  （産業医） 

第10条 本庁及び法第13条の規定の適用を受ける教育機関等に同条

に規定する産業医（以下「産業医」という。）を置く。 

第10条 本庁及び教育機関等に法第13条に規定する産業医（以下「産

業医」という。）を置く。 

２ 産業医は、職員安全衛生管理者が医師である者に委嘱するもの

とする。 

２ 産業医は、教育長が委嘱するものとする。 

３ 職員安全衛生管理者は、前項の規定により産業医を委嘱したと

きは、遅滞なく、省令第13条第２項に規定する報告書を佐賀県人

事委員会に提出しなければならない。 

３ 産業医の職務は、職員の健康管理その他の省令第14条第１項に

規定する事項とする。 

４ 産業医は、次に掲げる事項を行うものとする。  

 (1) 健康診断の実施及びその結果に基づく職員の健康を保持す

るための措置に関すること。 

 (2) 作業環境の維持管理に関すること。  

 (3) 作業の管理に関すること。  

 (4) 前３号に掲げるもののほか、職員の健康管理に関すること。  

 (5) 健康教育、健康相談その他職員の健康の保持増進を図るため

の措置に関すること。 

 

 (6) 衛生教育に関すること。  

 (7) 職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に  
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改正前 改正後 

関すること。 

５ 産業医は、その職務を行うにつき必要があると認めるときは、

前項に掲げる事項について、職員安全衛生管理者に対し勧告し、

及び衛生管理者に対し指導し、又は助言することができる。 

４ 産業医は、その職務を行うにつき必要があると認めるときは、

前項に規定する事項について、職員安全衛生管理者に対し勧告し、

及び衛生管理者に対し指導し、又は助言することができる。 

６ 略 ５ 略 

 （相談医）  

第11条 前条第１項に規定する教育機関等以外の教育機関等に相談

医を置く。 

第11条及び第12条 削除 

２ 相談医は、職員安全衛生管理者が医師である者に委嘱する。  

３ 相談医は、教育機関等の長から所属職員の健康管理について相

談を受けたときは、当該教育機関等の長又は職員に対し、指導し、

又は助言するものとする。 

 

 （作業主任者）  

第12条 法第14条に規定する作業（以下「作業」という。）を行う

ことを分掌する教育機関等に同条に規定する作業主任者（以下「作

業主任者」という。）を置く。 

 

２ 作業主任者は、作業を行うことを分掌する教育機関等の職員で

作業に従事するもののうちから、当該教育機関等の長が選任する。

 

３ 教育機関等の長は、前項の規定により作業主任者を選任したと

きは、遅滞なく、作業主任者選任報告書（様式第１号）により、

職員安全衛生管理者に報告しなければならない。 

 

４ 作業主任者は、教育機関等の長の命を受け、作業に従事する職

員を指揮し、当該作業に係る危険防止のための措置を講じなけれ

ばならない。 

 

 （衛生委員会）  （衛生委員会） 

第13条 略 第13条 略 
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改正前 改正後 

２ 略 ２ 略 

３ 衛生委員会の委員は、次に掲げる者をもって構成する。 ３ 衛生委員会の委員は、次に掲げる者をもって構成する。 

 (1) 本庁にあっては職員安全衛生管理者、教育機関等にあっては

当該教育機関等の長 

 (1) 本庁にあっては職員安全衛生副管理者、教育機関等にあって

は当該教育機関等の長 

 (2)・(3) 略  (2)・(3) 略 

 (4) 本庁又は教育機関等の職員で衛生に関し経験を有するもの

のうちから、本庁にあっては職員安全衛生管理者が、教育機関

等にあっては当該教育機関等の長が指名した者７人 

 (4) 本庁又は教育機関等の職員で衛生に関し経験を有するもの

のうちから、本庁にあっては職員安全衛生管理者が、教育機関

等にあっては当該教育機関等の長が指名した者 

４ 職員安全衛生管理者又は教育機関等の長は、前項第４号の委員

のうち４人については、職員の過半数で組織する職員団体（職員

の過半数で組織する職員団体がないときは、職員の過半数を代表

する者）の推薦に基づき指名するものとする。 

４ 職員安全衛生管理者又は教育機関等の長は、前項第４号の委員

の半数については、職員の過半数で組織する職員団体（職員の過

半数で組織する職員団体がないときは、職員の過半数を代表する

者）の推薦に基づき指名するものとする。 

５・６ 略 ５・６ 略 

７ 衛生委員会は、議長が召集する。 ７ 衛生委員会は、議長が招集する。 

８ 教育機関等の長は、第３項第１号の委員以外の委員を指名した

ときは、遅滞なく、衛生委員会委員指名報告書（様式第２号）に

より、職員安全衛生管理者に報告しなければならない。 

８ 教育機関等の長は、第３項第４号の委員を指名したときは、遅

滞なく、衛生委員会委員指名報告書（様式第４号）により、職員

安全衛生管理者に報告しなければならない。 

９ 略 ９ 略 

 （職場環境の維持管理）  （職場環境の維持管理） 

第16条 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、所属職員

の健康を保持し、及び増進させるため、職場環境を快適な状態に

維持管理するよう努めるものとする。 

第16条 所属長は、所属職員の健康を保持し、及び増進させるため、

職場環境を快適な状態に維持管理するよう努めるものとする。 

 （受診の勧奨等）  （受診の勧奨等） 

第17条 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、心身に疾

患の疑いのある者を発見した場合には、産業医又は相談医と協議

し、受診の勧奨等の適切な処置を講ずるものとする。 

第17条 所属長は、心身に疾患の疑いのある者を発見した場合には、

産業医と協議し、受診の勧奨等の適切な処置を講ずるものとする。 



6 

改正前 改正後 

 （健康相談）  （健康相談） 

第18条 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、職員から

健康について相談を受けた場合には、産業医又は相談医と協議し、

適切な指導及び助言を行うものとする。 

第18条 所属長は、職員から健康について相談を受けた場合には、

産業医と協議し、適切な指導及び助言を行うものとする。 

 （健康の保持増進のための措置）  （健康の保持増進のための措置） 

第19条 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、所属職員

の健康の保持増進を図るため、教育委員会が地方公務員法（昭和

25年法律第261号）第42条の規定により実施する厚生活動につい

て、所属職員の参加の便宜を供与するよう努めなければならない。

第19条 所属長は、所属職員の健康の保持増進を図るため、教育委

員会が地方公務員法（昭和25年法律第261号）第42条の規定により

実施する厚生活動について、所属職員の参加の便宜を供与するよ

う努めなければならない。 

 （健康診断医）  （健康診断医） 

第22条 健康診断は、産業医、相談医その他医療機関の医師に委託

して実施する。 

第22条 健康診断は、産業医その他医療機関の医師に委託して実施

する。 

 （健康診断の周知等）  （健康診断の周知等） 

第23条 職員安全衛生管理者は、健康診断を実施するときは、企画・

経営グループ、課及び教育機関等の長にその旨を通知しなければ

ならない。 

第23条 職員安全衛生管理者は、健康診断を実施するときは、所属

長にその旨を通知しなければならない。 

２ 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、前項の規定に

よる通知があった場合には、所属職員にその旨を周知するととも

に、所属職員が指定された期日又は期間内に健康診断を受けるこ

とができるよう配慮しなければならない。 

２ 所属長は、前項の規定による通知があった場合には、所属職員

にその旨を周知するとともに、所属職員が指定された期日又は期

間内に健康診断を受けることができるよう配慮しなければならな

い。 

 （健康診断の未受診者の取扱い）  （健康診断の未受診者の取扱い） 

第25条 やむを得ない理由により指定された期日又は期間内に定期

健康診断を受けることができなかった職員は、当該定期健康診断

の期日又は期間の末日から１月以内に、医師による健康診断を受

け、健康診断書を企画・経営グループ、課又は教育機関等の長を

経由して職員安全衛生管理者に提出しなければならない。 

第25条 やむを得ない理由により指定された期日又は期間内に定期

健康診断を受けることができなかった職員は、当該定期健康診断

の期日又は期間の末日から１月以内に、医師による健康診断を受

け、健康診断書を所属長を経由して職員安全衛生管理者に提出し

なければならない。 



7 

改正前 改正後 

 （健康診断の免除）  （健康診断の免除） 

第26条 略 第26条 略 

２ 企画・経営グループ、課又は教育機関等の長は、所属職員が前

項各号のいずれかに該当する者であると認めるときは、職員安全

衛生管理者にその旨を届け出なければならない。 

２ 所属長は、所属職員が前項各号のいずれかに該当する者である

と認めるときは、職員安全衛生管理者にその旨を届け出なければ

ならない。 

 （健康診断の判定結果の通知）  （健康診断の判定結果の通知） 

第27条 略 第27条 略 

２ 職員安全衛生管理者は、前項の規定による通知があったときは、

その判定の結果を企画・経営グループ、課及び教育機関等の長に

通知しなければならない。 

２ 職員安全衛生管理者は、前項の規定による通知があったときは、

その判定の結果を所属長に通知しなければならない。 

 （健康診断個人票の作成等）  （健康診断個人票の作成等） 

第28条 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、前条第２

項の規定による通知に基づき、健康診断の結果を所属職員の健康

診断個人票に記録し、これを保管しなければならない。 

第28条 所属長は、前条第２項の規定による通知に基づき、健康診

断の結果を所属職員の健康診断個人票に記録し、これを保管しな

ければならない。 

２ 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、所属職員が異

動したときは、当該所属職員に係る健康診断個人票を異動先の課

又は教育機関等の長に送付しなければならない。 

２ 所属長は、所属職員が異動したときは、当該所属職員に係る健

康診断個人票を異動先の課又は教育機関等の長に送付しなければ

ならない。 

 （事後措置）  （事後措置） 

第29条 略 第29条 略 

２ 企画・経営グループ、課及び教育機関等の長は、第27条第２項

の規定による判定の結果の通知を受けたときは、所属職員に通知

するとともに、適切な事後措置を講ずるものとする。 

２ 所属長は、第27条第２項の規定による判定の結果の通知を受け

たときは、所属職員に通知するとともに、適切な事後措置を講ず

るものとする。 

 様式第１号を次のように改める。
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様式第１号（第７条関係） 

 第     号  

年  月  日  

 

  職員安全衛生管理者 様 

 

教育機関等の長        印   

 

衛生管理者選任報告書 

所属名 
 

所在地  

職員数 男 人 女 人 計 人

氏名 職名 

  

参考事項 

 

 備考 参考事項には前任者の氏名、解任の年月日及びその理由を記入すること。 
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 様式第２号を様式第４号とし、様式第１号の次に次の２様式を加える。
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様式第２号（第８条関係） 

 第     号  

年  月  日  

 

  職員安全衛生管理者 様 

 

教育機関等の長        印   

 

衛生推進者選任報告書 

所属名 
 

所在地  

職員数 男 人 女 人 計 人

氏名 職名 

  

参考事項 

 

 備考 参考事項には前任者の氏名、解任の年月日及びその理由を記入すること。 
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様式第３号（第９条関係） 

 第     号  

年  月  日  

 

  職員安全衛生管理者 様 

 

所属長        印   

 

衛生担当者報告書 

所属名 
 

所在地  

職員数 男 人 女 人 計 人

氏名 職名 

  

  

  

参考事項 

 

 備考 １ 所在地は、本庁以外の所属のみ記入すること。 

    ２ 参考事項には前任者の氏名、解任の年月日及びその理由を記入すること。 
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   附 則 

 この訓令は、公布の日から施行する。 


